
○出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年十月四日政令第三百十九号）

【抜粋】

第四節 退去強制令書の執行

（退去強制令書の方式）

第五十一条 第四十七条第五項、第四十八条第九項若しくは第四十九条第六項の規定によ

り、又は第六十三条第一項の規定に基づく退去強制の手続において発付される退去強制

令書には、退去強制を受ける者の氏名、年齢及び国籍、退去強制の理由、送還先、発付

年月日その他法務省令で定める事項を記載し、かつ、主任審査官がこれに記名押印しな

ければならない。

（退去強制令書の執行）

第五十二条 退去強制令書は、入国警備官が執行するものとする。

２ 警察官又は海上保安官は、入国警備官が足りないため主任審査官が必要と認めて依頼

したときは、退去強制令書の執行をすることができる。

３ 入国警備官（前項の規定により退去強制令書を執行する警察官又は海上保安官を含

む。以下この条において同じ。）は、退去強制令書を執行するときは、退去強制を受け

る者に退去強制令書又はその写しを示して、速やかにその者を次条に規定する送還先に

送還しなければならない。ただし、第五十九条の規定により運送業者が送還する場合に

は、入国警備官は、当該運送業者に引き渡すものとする。

４ 前項の場合において、退去強制令書の発付を受けた者が、自らの負担により、自ら本

邦を退去しようとするときは、入国者収容所長又は主任審査官は、その者の申請に基づ

き、これを許可することができる。この場合においては、退去強制令書の記載及び次条

の規定にかかわらず、当該申請に基づき、その者の送還先を定めることができる。

５ （以下省略）

（送還の義務）

第五十九条 次の各号のいずれかに該当する外国人が乗つてきた船舶等の長又はその船舶

等を運航する運送業者は、当該外国人をその船舶等又は当該運送業者に属する他の船舶

等により、その責任と費用で、速やかに本邦外の地域に送還しなければならない。

一 第三章第一節又は第二節の規定により上陸を拒否された者

二 第二十四条第五号から第六号の四までのいずれかに該当して本邦からの退去強制を

受けた者

三 前号に規定する者を除き、上陸後五年以内に、第二十四条各号のいずれかに該当し

て退去強制を受けた者のうち、その者の上陸のときに当該船舶等の長又は運送業者が

その者について退去強制の理由となつた事実があることを明らかに知つていたと認め

られるもの

２ 前項の場合において、当該運送業者は、その外国人を同項に規定する船舶等により送

還することができないときは、その責任と費用で、すみやかに他の船舶等により送還し

なければならない。

３ （省略）


